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Ⅰ 情勢

１ 国際情勢

２００８年９月、アメリカ大手の投資銀行リー

マン・ブラザーズの破綻に始まった金融不安は、

瞬く間に世界を駆け巡り、世界同時不況に突入

した。アメリカ依存、輸出依存の日本経済も、

世界同時不況の波に飲み込まれ、日本経済も大

きな打撃を受けている。

世界でも、日本でも、経済不況の最大の被害

を受けているのは、貧しいものであり、力の弱

いものである。

新自由主義経済、グローバル化の中で世界的

には持てる国と持たざる国との格差、持てる者

と持たざる者との格差は拡大し、利益至上主義

の自由主義経済の弊害が指摘されてきたが、そ

の経済思想が破たんした今まさに、弱者の生活

と人権の擁護は世界的な差し迫った課題である。

アメリカでは、「チェンジ」を掲げる民主党

のオバマ政権が出現し、現在これらの世界的課

題に立ち向かおうとしている。その掲げる政策

には未だ未知数のものがあり、また、その前途

は多難なものがあるが、いち早く国内での貧困

対策を打ち出し、国際的にも核兵器廃絶を宣言

するなど、これまでと違った思い切った政策へ

の展開の萌芽がみられる。

国際的な人権・民主主義の発展、貧困と飢餓

の根絶、地球環境問題等に多くの会員が取り組

み、また関心を寄せる青法協東京支部として、

これからも世界の動きに注目し、国際平和と人

権の実現に努力したい。

２ 国内情勢

先に行われた８月の総選挙では、民主党が大

勝し、１９５５年以来半世紀以上にわたって日

本政治を支配してきた「55年体制」に終止符を

打った。民主党の地滑り的な勝利は、これまで

の利益誘導の古い政治体質に対する国民の決別

の意思表示であり、経済や社会の閉塞感を打ち

破り新しい日本の政治を作り出すことに対する

期待感の表明に他ならない。それだけに、国民

の期待に沿った改革ができるかどうか、政権党

となる民主党及び連立政党の責任は重い。

政権与党、野党にかかわらず、小泉政権以来、

規制緩和・自由化のもとで、国内に広がった貧

困問題、格差社会、高齢者や母子家庭、障害者

の切り捨て政策、派遣労働問題は、日本の再生

にとって最優先で取り組むべき課題である。

Ⅱ 憲法改悪に反対し

憲法のすそ野を広げる

１ 自公政権の下での改憲への動き

自民党は、２００５年１１月に新憲法草案を

採択した。その内容は、９条２項を削除する一

方で、新たに９条の２を設けて、１項で自衛軍

の創設を認め、２項で自衛軍の役割について、

自衛に加え秩序維持と国際協調活動を掲げるな

ど、「集団的自衛権」の行使を正面から認める

ものである。

また、自公政権は、ここ数年、テロ特措法、

イラク特措法、海賊対処法などを制定し、さら

に恒久派兵法の制定を目指すなど、現行の憲法

の下での自衛隊の海外派兵、解釈改憲を推し進

めてきた。

２ 民主党の憲法政策

ところが、前述のとおり、本年８月の総選挙

において民主党が大勝し、同党を中心とする連

立政権が実現した。

８月の総選挙においては憲法問題、安全保障

問題が主要な争点とならなかったこともあり、

今後民主党政権が、安全保障問題につき、具体

的にどのような政策を採っていくのかは、現時

点においては必ずしも定かでない。しかし、一

昨年結成された「新憲法制定議員同盟」に、鳩

山由紀夫首相（顧問）、前原誠司国土交通大臣

（副会長）ら、同党の主要メンバーが名を連ね

ていることから、同党が基本的に改憲を目指す

方針であることは間違いない。また、これまで

民主党は憲法問題につき幾つかの提言を発表し

ており、これらを見ることにより、憲法に関し

同党が目指す方向性が明らかとなる。
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すなわち、民主党は、２００５年１０月に

「憲法提言」を発表した。この中で民主党は、

従来の自公政権の下における、「解釈改憲によ

る憲法の『空洞化』」を批判し、憲法上、「制

約された自衛権」を明確にすると述べている。

すなわち、憲法上に自衛隊の存在を明確に位置

づけた上で民主的統制（シビリアン・コントロー

ル）を徹底し、そのために憲法附属法として

「安全保障基本法（仮称）」を定めるとしてい

る。

さらに、国連の決定に基づく安全保障活動と

その他の活動を区分し、後者に対してはこれに

参加しないとしつつ、現状において国連集団安

全保障活動の一環として展開されている国連多

国籍軍の活動や国連平和維持活動（ＰＫＯ）へ

の参加を可能にするとし、その活動の範囲には

「武力の行使をも含む」としている。

民主党のこのような方針は、２００９年の民

主党の政策集においても「国連の平和活動」に

は「国連の要請に基づいて、わが国の主体的判

断と民主的統制の下に、積極的に参加します。」

とされ、また、マニフェストにおいても「わが

国の主体的判断と民主的統制の下、国連の平和

維持活動（ＰＫＯ）等に参加して平和の構築に

向けた役割を果たす。」とされているように、

現時点においても一貫していることは明らかで

ある。

このように民主党は、無制限な対米追従、軍

事大国化を指向してきた自民党との違いはある

ものの、国連の集団安全保障の枠内においては、

自衛隊を積極的に海外に派兵する方針であり、

その範囲においては武力行使も容認するもので

ある。

しかし、たとえ国連決議に基づく活動であろ

うとも、武力行使を伴う軍事活動は真の平和を

もたらすものではなく、真の意味での平和主義、

国際協調主義に沿うものではない。たとえば、

現在アフガニスタンで行われている、国連安全

保障理事会１３８６号決議に基づく国際治安支

援活動（ＩＳＡＦ）は、実際には米軍によるタ

リバン掃討作戦の一部となっており、民主党の

方針通りこれに日本の自衛隊が参加すれば、自

衛隊が本格的戦闘に加わることになる。また、

現地の対日感情が悪化することは間違いない。

その結果、これまで地道にアフガニスタンの復

興支援活動を続け、大きな成果を挙げてきたペ

シャワール会などの民政支援の継続は、ほぼ不

可能になるであろう。さらに民主党の方針によ

れば、国連の平和維持活動としてであれば、正

当防衛、緊急避難に限らず自衛隊の武器使用が

認められる可能性があり、むしろこれまでの自

衛隊の海外での活動よりさらに広範囲での武器

使用が認められることになる。このようなこと

は、憲法９条が掲げる平和主義の精神と、決し

て両立するものではない。

今後も民主党の憲法政策、安全保障政策につ

いては、注意深く観察していく必要がある。

３ 改憲手続法（国民投票法）

自公政権下の２００７年５月１４日、参議院

での強行採決により、改憲手続法が可決・成立

した。そして、２０１０年５月１８日の施行日

が、いよいよ間近に迫りつつある。

改憲手続法が存在しないことは、長年改憲派

にとっての大きなハードルとなってきたが、同

法の成立により、改憲を実現するための国会の

発議と国民投票の手続が整備され、改憲に向け

た大きな一歩が踏み出されたと言える。

また、同法はその内容自体についても、最低

投票率の定めがない点、改正原案を発議・審理

する憲法審査会を構成する委員が各会派の議席

数に応じて割り当てられる点など、多くの問題

点を抱え、国民主権を具体化した憲法９６条の

趣旨に合致しない。

現政権は、護憲派の社民党も入った連立政権

であること、民主党の中にも改憲に反対する議

員が少なからず存在することから、同法施行後

直ちに改憲の動きが具体化するとは考えにくい

が、民主党も基本的には改憲の方針であり、改

正原案の内容によっては自民党、公明党と併せ

て国会の総議員の３分の２以上の多数が改憲に

賛成する可能性も十分にあるため、近い将来改

憲手続が現実化する可能性も否定できない。

よって、引き続き改憲手続法の動向を注視す

ると共に、最低投票率等について今後検討する

ことを定めた、参議院の付帯決議（１８項目）

についても検討していくことが重要である。
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４ 憲法フェスティバル、憲法ミュージカルの

取り組み

本年５月２３日、東京の九段会館において、

「憲法フェスティバル」が開催された。同イベ

ントは、「憲法のすそ野を広げる」を合い言葉

に、それまで憲法にあまり関心がなかった人に

も憲法に親しんでもらうことを目的に毎年開催

しており、本年で２３回目を迎えた。本年は、

「活かせ！憲法」と題し、憲法は現実社会の中

で活用していくべきものであることを参加者に

訴えることをテーマとした。フィリピンの米軍

基地撤退をテーマとしたリーディング「虎の杖」

の講演、その脚本・演出をされた竹内一郎さん

のトーク、歌手の普天間かおりさんの感動的な

歌声、未曾有の経済危機をもたらした新自由主

義をするどく批判し、憲法の精神を使った新し

い社会の創造を訴えられた経済学者の金子勝さ

んの講演など、もりだくさんの内容で、大変好

評を博した。今回も東京支部会員が実行委員会

の中心的役割を果たし、さらに多くの支部委員

がチケット普及に尽力し、会の成功に貢献した。

また、毎年憲法に関わるテーマを題材とし、

東京三多摩地区を中心に公演している「憲法ミュー

ジカル」も、本年１１月に公演を予定している。

２００７年は沖縄戦をテーマにした「キジムナー」、

２００８年には慰安婦をテーマとして「ロラ・

マシン物語」を公演し、好評を博した。本年は、

「有明海の干潟の干拓をテーマとした「ムツゴ

ロウ・ラプソディー」を公演する予定である。

この憲法ミュージカルの運営にも、多くの東京

支部会員が関わっている。

前述のとおり、政権交代後も引き続き改憲の

危険性が現実化しつつある中で、憲法改悪を阻

止するためにもっとも重要なことは、市民の護

憲意識を高め、改憲に対し国民の過半数が賛成

するという事態を生じさせないことにある。そ

のためには、１人でも多くの市民が「無関心」

から脱却し、国民主権における「主権者」であ

ることを自覚し、憲法の意義を十分理解し、民

主主義の担い手としての力量をつけていくこと

が必要である。上記のような集会・イベントは、

まさに市民の憲法意識を高めるための試みであ

り、これまでに確実に成果を挙げている。また、

昨今の「９条の会」の活動の広がりなど、多く

の市民運動の成果として、市民の護憲意識は少

しずつではあるが高まりつつある。

そして、私たち憲法を護ろうとする法律家に

は、このような市民運動をリードもしくはサポー

トし、市民の主権者としての成長を促す責任が

ある。青法協東京支部としても、よりいっそう

積極的に護憲運動に関与していく必要がある。

Ⅲ 人権・民主主義の

課題と裁判

１ 日の丸・君が代関連訴訟

いわゆる「予防訴訟」（国歌斉唱義務不存在

確認等請求訴訟）の画期的判決から３年。東京

都の教育現場では、変わらず、君が代斉唱時の

起立・斉唱の強制と不起立に対する処分が行な

われ、職員会議における挙手による採決禁止等

による「ものを言わない教師」が増加、無気力

が蔓延している。

そして、「人権の最後の砦」、司法もピアノ

訴訟最高裁判決において行政の処分を追随した。

このような状況の下、会員による卒入業式で

の監視弁護により、警察による活動の妨害は目

に見えて少なくなった。また、衆院選直前の都

議選において民主党が圧勝、遮二無二日の丸・

君が代の押し付けを主導した石原都政も任期間

近となり、注視すべき新しい局面に入った。

「予防訴訟」も東京高裁判決が間近となるな

ど訴訟においても新しい局面となっており、ピ

アノ訴訟最高裁判決を打破すべく、会員諸氏の

お力添えをお願いしたい。

２ 七生養護学校「こころとからだの学習」裁

判

この裁判は、都立七生養護学校で行われてい

た性教育「こころとからだの学習」に対し、都

議、都教委らが保健室に立入り教材を持ち去り、

教員らを厳重注意処分するなどした教育弾圧事

件である。本年３月１２日、東京地裁は、都議

らの行為を政治的な主義・信条に基づき教育に

介入したとして「不当な支配」（旧教育基本法



青法協東京支部ニュース №90

< 6 >

１０条）にあたるとした。また、都教委は教員

を「不当な支配」から保護する義務があるにも

かかわらずこれを怠ったとして保護義務違反を

認定し、厳重注意については、教育内容を理由

として制裁的取扱をすることは慎重な手続を踏

むべきであるとして、裁量権の濫用であるとし

た。

都や都議らの控訴を受け、原告らも控訴し、

現在この画期的な判決を更に前進させるべくた

たかいが続いている。

３ 外国人研修生問題

０８年６月、５９期・６０期の青法協会員を

中心に結成された外国人研修生問題連絡会は、

弁護士会員が約９０名を越え、会員の取り組む

訴訟は全国で２０件近くになった。０９年３月

１８日には、津地裁四日市支部で、研修生の労

働者性を認める初めての判決を獲得し、また、

川崎、熊本等の重要事件が結審に近づいている。

通常国会における入管法改訂に際しては、制度

の抜本的改革を訴え、これは実現しなかったが、

第一次受入機関の「責任」を認める文言を入れ

させることができた。８月７日には、全国で始

めての技能実習生の過労死労災申請を行なった。

４ 原爆症認定集団訴訟

２００３年４月より始まった原爆症認定集団

訴訟は、２００９年８月６日、日本原水爆被害

者団体協議会と前内閣総理大臣・自由民主党総

裁麻生太郎氏との間で「原爆症認定集団訴訟の

終結に関する基本方針に係る確認書」が交わさ

れたことにより、１審判決の尊重という形で早

期一括解決への道筋をつけることができた。

もっとも、多くの東京支部会員が関わる東京

訴訟は、原告８２名のうち２８名がまだ未判決・

未認定であり、上記原告ら全員の１審勝訴判決

を勝ち取るための活動が残されている。また、

原爆症認定行政自体を被爆実態に見合ったもの

に抜本的に改訂させることも必要である。

これらの活動を、オバマ米大統領のプラハ演

説やノーベル平和賞受賞、２０１０年のＮＰＴ

再検討会議などのトピックが続く中で、核兵器

の廃絶の実現に結びつけていきたい。

５ 国際人権に関する取り組み

日本国内のみならず、海外における人権侵害

に対する会員の取り組みも行われている。２０

０６年に設立された国際人権ＮＧＯヒューマン

ライツナウには、当支部の会員も多数参加して

いるが、カンボジアにおけるクメールルージュ

特別法廷（ＥＣＣＣ）への法的提言、フィリピ

ンにおける超法規的殺害に関する取り組み、タ

イ・ビルマ国境における法律家養成学校の運営

への取り組み、難民の第三国定住に関する日本

政府への提言、インドにおける女性への暴力に

関する実態調査などの活動が行われている。

６ メディア問題に関する取り組み

現在、市民が得る情報の多くはマスメディア

を通じて得られるものであるが、その大部分は、

政府・官公庁発の情報やコマーシャリズムに支

配された情報、興味本位の犯罪報道などに偏っ

ている。他方、社会的弱者・少数派の意見、人

権課題等、本当に必要な社会問題について、十

分な情報が伝えられない。

このような状況の中、会員弁護士が中心となっ

て、インターネットを利用した市民メディア「N

ews for the People in Japan」を運営し、日々、

マスメディアが伝えない社会問題や裁判情報を

提供している。また、メディア問題や裁判員制

度問題など、様々な社会問題を題材とした勉強

会やシンポジウムも随時開催している。

Ⅳ 司法制度問題

１ 司法改革

（１）法曹養成

ア 法科大学院の問題

法科大学院は当初、司法制度改革審議会意見

書において「法科大学院では、その課程を修了

した者のうち相当程度（例えば約７～８割）の

者が新司法試験に合格できるよう、充実した教

育を行うべきである。」との努力目標が出され

ていた。ところが、２００９年９月１１日に発

表された新司法試験合格者数は、前年比２２人

減の２０４３人であった。新司法試験が始まっ
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て以来、合格率は初回から年々低下してきたが、

今回は遂に３割割れという過去最悪を更新した。

こうした合格率の低下に加え、法科大学院生は、

日々のカリキュラムの過密に喘いでおり、自分

が将来どのような法曹になりたいのかをじっく

り考えたり、様々な人権課題に興味を持つなど

する余裕はほとんどない。加えて、法科大学院

は、奨学金制度はあるものの、特に私立では、

年間の授業料が２００万円を超える法科大学院

もあり、少なくない法科大学院生には重い経済

的負担を強いるものになっている。

青法協は、これまでも高い技能とともに豊か

な人権感覚を持つ法曹の養成を求め、修習生・

法科大学院生支援に取り組んできた。また、本

年８月には、青法協法科大学院生部会が正式に

発足した。将来の人権課題の担い手たる法曹の

育成という観点からも、今後益々青法協の活動

は重要性を増すと思われる。

ただ、現状では、法科大学院は上記のように、

極めて問題の多い制度となっており、２００５

年以降は、定員割れとなる法科大学院も散見さ

れている。そこで、現行の法科大学院について

抜本的な改革が必要である。その改善のために、

まず本来の少人数による充実した教育との理念

に沿った各大学院定員の削減がなされるべきで

ある。既に中央教育審議会は、２００８年９月

５日に法科大学院の定員の削減・統合を打ち出

した。しかし、現状では法科大学院は関東圏・

関西圏に集中しており、その反面、法科大学院

が１校もない都道府県は２０を越えている。本

来、司法過疎解消のために法科大学院の全国展

開が求められた経緯からすれば、地方の法科大

学院の統廃合は問題である。むしろ、大都市圏

において、マスプロの授業が展開されている巨

大法科大学院がまず定員を削減すべきであろう。

また、法科大学院と司法修習を通算すれば、

長期の教育期間となる以上、庶民のための職業

人の教育としての特殊性からも、国費助成によ

る法科大学院の学費の抜本的値下げ、返還免除

の奨学金の充実を求める必要がある。これには、

数十億円規模の予算が必要となると思われるが、

国家予算からすれば当然必要な経費として負担

すべきである。

また、経済的に裕福でない者が法律家になる

道を確保するために、旧司法試験廃止後に予定

されている予備試験コース（２０１１年開始）

の合格者定員も、一定以上は確保し、法科大学

院以外のコースの充実も検討されなければなら

ない。

イ 修習生の問題

現在、新司法修習期間は、前期修習が廃止さ

れ、実務修習も１クールが２ヶ月とされ、全体

でわずかに１年間である。法科大学院では、一

応要件事実等の実務教育もなされているとの建

前であるが、実際には各法科大学院によって教

育内容や習熟度はまちまちであり、新司法試験

組は旧司法試験組と比較して起案の出来にバラ

ツキが多いとの声も上がっている。また、実務

修習も、検察・裁判修習の大人数化などで、十

分な体制を組むことが出来ていない。弁護修習

でも、期間が短く、手掛ける事件が著しく偏っ

てしまうなどの問題も指摘されている。

このような修習期間の短縮の結果、新６０期

司法修習生の２回試験の不合格者数は７２名

（６．０％）、新６１期は１０１となり、いず

れも過去最高の水準の不合格者数となった。ま

た、最高裁の「司法修習生考試委員会」が、２

回試験の合格留保者を対象に行ってきた３ヶ月

後の追試を廃止し、新修習２回試験不合格者は

全員翌年の試験で全科目を受験し直し、合格し

なければ法曹資格を得られないことになった。

これらの措置は、法曹の質を確保するために資

格付与を厳格化するためだとされているが、こ

れが本当に法曹の質向上に役立ち、そのための

方法として適切だとはいえない。

このように、修習期間の短縮及び２回試験へ

の恐怖心、後述する就職問題などで、修習生の

生活も非常に余裕が無く、青法協修習生部会な

どの自主的活動は困難となっている。

さらに重大な問題として、修習生に公務員に

準じて給料が支払われていた給費制度が、２０

１０年をもって廃止され、これに代わって将来

の返済が必要な貸与制が導入されることに決まっ

ている。経済的に不安無く修習に専念できる環

境を担保してきた給費制を廃止することは、修

習生の身分を不安定なものにさせるのみならず、

そもそも修習専念義務を尽くさせることを困難
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にさせる。また、法科大学院生は、学費等の出

費が多額であるが、アルバイトができないこと

から、生活費を奨学金や親族からの援助を受け

て賄っているのが現状である。修習生になる者

の中には、法科大学院当時の奨学金のみならず、

生活費等のための借金も負担している者が相当

数いる。こうした状況を無視して貸与制を強行

すれば、修習生は修習修了までに莫大な借金を

背負う者もおり、法曹としてスタートしてから

の生活が窮地に追い込まれる可能性がある。

このように、法曹になった時点で莫大な経済

的負担を負わされることになれば、貧しい者が

弁護士となり、収入に見合わない人権事件など

に取り組むことが著しく困難となる。

以上からすれば、必要な司法修習期間である

１年半を確保可能な程度への司法試験合格者数

の低減や、前期修習の復活、実務修習の充実、

合格留保・追試制度の復活、修習資金給費制の

存続を求めていくことが必要である。

それとともに、合格者数低減の影響を受ける

新司法試験受験生のために、新司法試験が３回

に限られるいわゆる三振制度の一時停止などを

含めて、十分な経過措置を執る必要がある。

ウ 就職難の問題

２００９年６月の第３回日弁連理事会で報告

された修習生の採用内定情報によると、現行６

２期は弁護士志望者４５名が未定（２６．３％）、

新６２期は４２８名が未定（３６．７％）とい

うことである。今や修習生の就職難は深刻であ

り、「ソク独」「ノキ弁」などという言葉もすっ

かり浸透している。各地の弁護士会が主催する

事務所説明会では、１桁程度の参加事務所に対

して、修習生が２００名、３００名と殺到する

ような異常事態が続いている。地方で修習して

いる修習生などは、毎週のように高速バスで事

務所訪問を重ね、中には交通費・宿泊費で３０

万円以上かかったという話や、就職のストレス

で心身を病みかけているなどという話もある。

そして、こうした就職難は、青法協の修習生

部会員であっても例外ではない。部会員同士で

少ない採用枠を取り合う形になってしまうとか、

真面目に活動して人権活動への意欲にあふれる

部会員であっても、就職する事務所が決まらな

いという事態が発生している。せっかく修習生

部会に入って活動していても、就職先が無く

「ソク独」や「ノキ弁」を余儀なくされれば、

人権課題に積極的に取り組むことは困難となっ

てしまう。

青法協としては、今後、修習生支援の一貫と

して、部会員への就職情報の提供などにもより

一層力を入れて行く必要があろう。

（２）弁護士増員と人権活動

ア 弁護士の経済問題

昨年のアメリカのリーマンショックに端を発

した世界的金融不況と、弁護士大増員政策の影

響か、都内各地の会員事務所において、今年は

売り上げがこれまでになく厳しいという声が聞

こえる。

現在の法曹増員政策は、２００２年３月１９

日に閣議決定された司法制度改革推進計画の

「現在の法曹人口が、我が国社会の法的需要に

十分に対応することができていない状況にあり」

「今後の法的需要の増大をも考え併せると、法

曹人口の大幅な増加が急務となっている」との

提言に端を発している。しかし、「司法統計」

によれば、日本の全裁判所における新受件数は、

２００３年をピークにほぼ減少に転じており、

２０００年から２００６年の間で、弁護士１人

当たりの訴訟需要は約３３％減少している。

また、上記のように、新人弁護士は深刻な就

職難の状況であり、「ノキ弁」「ソク独」の新

人弁護士の中には、年収が２００万円台の弁護

士も多数出現している（週刊ダイヤモンド２０

０９年８月２９日号「弁護士大激変！」）。

このように、弁護士激増により、既存事務所

の経営が悪化し、新人弁護士の採用に慎重にな

る結果、ますます新人弁護士の就職は困難にな

り、経済的に困窮した弁護士が大量に生み出さ

れるという負のスパイラル現象が生じてきてい

る。

イ 弁護士の技量習得のための機会の喪失

現在の新人弁護士は、司法修習の期間が短く、

かつてに比べて司法研修所の教育を満足に受け

られない状況にある。しかも、就職難により

「ノキ弁」や「ソク独」を強いられた場合、弁
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護士に求められる技量習得のために必要なＯＪ

Ｔが十分に行われないことになる。このように、

弁護士増員政策は、法科大学院教育の歪みや司

法修習期間の短縮による機能不全と相俟って、

弁護士の技量低下を招き、自分の重大な利益や

人生のかかった事件を依頼する顧客層に被害を

もたらす結果となる。

また、従来の弁護士層についても、過当競争

の中で収入確保のために非行に陥る者が生じる

危険もある。実際、債務整理事件に絡んでいわ

ゆる「整理屋」や「紹介屋」と提携し、懲戒処

分を受ける弁護士もここ数年後を絶たない。

弁護士の質の問題については、その解決を市

場の需給バランスにゆだね、弁護士を淘汰する

という新自由主義的発想は、依頼者が弁護士の

事件対応による被害を受ける危険を増大させる。

また、それを理由に弁護士自治に対して政府な

どの国家権力の介入を招く危険もある。

ウ 国民生活の現状と法曹、弁護士

小泉構造改革以来、国民の所得格差が拡大し、

貧困問題も深刻化し、昨年以降の金融不況下に

おいては、より一層その傾向が顕著である。昨

年末の派遣村騒動などは、そうした現在の世相

の象徴であろう。こうした状況下において、い

わゆる人権派弁護士に期待される役割は非常に

大きく、ことに最近、生活保護事件など貧困問

題に取り組む若手弁護士の活躍は注目に値する。

しかし、弁護士がこうした人権課題に積極的

に取り組むためには、最低限の経済的基盤の確

立が不可欠である。上記のように極めて曖昧な

見通しに基づいて推進された弁護士増員政策は、

弁護士同士の過当競争を激化させ、弁護士が必

ずしも経済的に合わない人権事件に取り組むこ

とを困難にしてしまうシステムである。

したがって、今後も、こうした新自由主義的

発想に基づく無責任な増員政策に対して、適正

な人数に是正することを求めるなどの活動を継

続していくことが重要である。

また、青法協としては、ＯＪＴの機会が不十

分な新人弁護士に対して、具体的な事件処理等

について、会員のベテラン弁護士と意見交換の

場を設けるなどの活動が今後の検討課題といえ

よう。現在の新人弁護士の就職難の問題は、無

責任な増員路線のいわばしわ寄せを新人弁護士

が受けているといえよう。こうした困難な状況

の中でも、青法協のネットワークは、同じ人権

擁護という志で一致でき、お互いに顔も見える

関係にあって信頼関係も厚い。したがって、こ

うした貴重なネットワークを生かし、青法協と

して新人弁護士の支援を積極的に行っていくこ

とが重要であろう。

それと同時に、これからは弁護士自身もこれ

までの発想を転換する必要もある。今までの弁

護士業務と同じ発想で事務所経営が苦しいと言っ

ているばかりでは何も生まれない。たとえば、

成年後見などの高齢化社会における法律問題な

ど、時代の進展に伴い、弁護士に対する新たな

ニーズも多少は生まれつつある。弁護士自身も、

こうした新たなニーズの掘り起こしや、新しい

業務の在り方を研究していく努力が必要であろ

う。

２ 始まった裁判員制度

（１）裁判員制度が２００９年５月２１日から

実施され、８月３日から６日まで東京地裁第１

号事件の公判が行なわれた。「裁判への市民参

加が実現した。」「裁判が分かりやすくなった。」

という肯定的評価がある一方で、「判決は、ほ

とんど検察官主張の通りで、求刑１６年に対し

て１５年という極めて重い判決だった。」とい

う批判があった。裁判員候補者１００名のうち

７３名に呼出状が送付され、４７名が出頭し、

裁判長は「意外に高率」と評価した。

（２）裁判員制度は、殺人や強盗致傷事件など

の重大刑事事件について、原則として、裁判官

３人、一般市民から選任された裁判員６人の９

人で裁判体を構成し、有罪・無罪及び有罪の場

合の量刑を評議により決定するという裁判制度

である。刑事司法制度の存在意義、すなわち犯

罪事実を認定し量刑を判断する手続きを法定す

る意味は、これらの手続きを経て、無実の者を

処罰の対象からふるい落とすこと（無辜の不処

罰）にある。しかし、冤罪は繰り返され、最近

も、引野口事件（北九州市。殺人、非現住建造

物放火）、志布志事件（鹿児島。選挙違反）、

氷見事件（富山。強姦、強姦未遂）や、多数の
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痴漢冤罪事件がある。

これら冤罪事件が生じた重大な原因の一つと

して、いわゆる「人質司法」と密室での取調べ

のもとでの虚偽自白の強要とともに、職業裁判

官が一般市民が虚偽自白に陥る心理を理解する

ことができず、「人は自分に不利益な自白をす

るはずがない。」などとして、自白の任意性や

信用性の判断を誤る場合が指摘されてきた。

したがって、刑事裁判の判断者として市民が

参加し、市民としての健全な感覚を発揮するこ

とができるならば、誤判と冤罪を防止する力と

なるとする意見がある。従前の陪審制導入を求

める運動なども、このような志向をもったもの

といえる。

我が国の裁判員制度は、市民だけで有罪・無

罪を決める陪審員制度（イギリス、アメリカ、

カナダ、ロシアなどで実施、韓国も今年から実

施）、裁判官と市民が一緒に審理し有罪・無罪

と有罪の場合の量刑を決める参審制（ドイツ、

フランス、イタリアなど）の各国の制度を参考

に、基本的には参審制に類似した国民の司法参

加の制度として導入された。

日弁連は、司法改革審議会をはじめ、一連の

司法改革に関する議論の中で、現行の職業裁判

官による官僚裁判に対して批判的な立場から、

国民の司法参加を要求として掲げ、裁判員制度

の導入・実施に関して、基本的には肯定的な対

応を行ってきた。

（３）この点、裁判員制度については、これを

推進する議論とともに、主なものだけをあげて

も次のような課題が指摘されている。

まず、裁判員裁判では、公判前整理手続きが

必要的であるが、ここには、①証拠の採否には

裁判員は関与できない。②裁判官は整理段階で

心証を形成している可能性がある。③整理手続

き段階で提出しなかった証拠は、「やむを得な

い事由」がなければ後に提出できない。訴訟は

流動的なもので、早期に提示できない証拠もあ

り、被告人の防御権にとって重大な問題が生じ

る。

また、評議の段階では、①公判段階を経るこ

とで、職業裁判官と裁判員に情報の格差が生じ

ているのではないか。②裁判官の説示が適切・

公平に行われるか。③市民である裁判員が量刑

に関わることは加重な負担ではないか。

これらはいずれも裁判員制度が誤判と冤罪の

防止に資する制度として実現されるか否かに関

わる論点である。また、これらは、市民が裁判

員としてどのような役割を担うことになるのか

にも関わっており、多くの国民が裁判員となる

ことへの不安を表明していることからしても、

ないがしろにできない論点である。

「市民である裁判員を長期間拘束できない」

と裁判の「迅速化」を強調し、否認事件であっ

ても、主張・立証の対象自体を制限し、主尋問

３０分以内、反対尋問１５分以内を原則とすべ

きだとするなど、刑事裁判を形骸化させかねな

い研究が公表されていることも黙過できない。

さらに、国民世論の中にも、他人を処罰する

ことに対する重圧感、職業・家庭生活への負担

感などから、裁判員裁判への司法参加を積極歓

迎する声は少数派にとどまっている。たとえば、

昨年５月のＮＨＫ世論調査では、裁判員制度に

裁判員として「参加したくない」と回答した人

は７７％であり、「参加したい」の１５％を大

幅に上回っていた。

（４）青法協東京支部は、人権擁護という共通

の目標をもつ会員間にさまざまな議論がある中

で、一律に一定の行動規範を押し付ける立場は

取らない。

裁判員制度に反対する会員が少なからず存在

する一方、制度の実施過程において、その円滑

な運用のために尽力し、また被告人の権利を擁

護する弁護人として関与する会員も多数存在す

る。青法協東京支部は、裁判員制度実施の具体

的事例の集積を続けながら、裁判員制度につい

ての検討と改善点の指摘をすすめ、今後会員相

互間であるべき刑事司法制度について議論して

いく場を作っていきたい。

Ⅴ 支部活動の現状と

２０１０年の方針
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１ 活動の特徴と支部委員会

この数年５０・６０期代の会員の積極的な参

加によって、活気ある活動が展開されてきたが，

本年度は支部委員会等への参加会員の固定化す

る傾向にあった。

支部ニュースの発行、ホームページ開設、毎

月の学習会企画などの支部委員会活動が活発に

行われているが，２０１０年度はさらなる発展

を目指したい。

２ 広報の充実

支部ニュースの発行に加え、ホームページに

よる情報発信を本年度も行った。学習会の案内、

支部ニュース記事、その他会員からのお知らせ

の掲載など、会員に役立ち、また東京支部から

一般市民への発信の場となるホームページを目

指しているが、学習会の掲載などが遅れること

が度々あり、来年度は、迅速な情報の提供とと

もに、会員事務所のリンクの増加など、より充

実したホームページを目指したい。各会員事務

所の掲載について、ぜひご協力いただきたい。

３ メーリングリストの活用

２００５年に立ち上がった全会員向けＭＬに

おいて、会員間の社会的課題に関する情報交換

や討論が活発に行われ、総会や定例会へのテー

マへと発展している。２０１０年度は、「６

会員向け企画」においても検討するとおり、上

記情報交換に加え、青法協会員としての一般業

務への向き合い方やノウハウについての情報交

換を中心としたＭＬの立ち上げも検討していき

たい。

４ 合宿

昨年から、恒例の夏合宿に加え、春合宿も行っ

ている。本年度の春合宿では派遣村の立て役者

の棗一郎会員に「労働弁護士から派遣村へ」と

題し、お話しいただいた。また、企業の研修な

どでも活躍されている研修教育コンサルタント

の守屋佳美さんを講師に「依頼者から見た弁護

士は？」と題し、法律相談のありかたについて、

ロールプレイングを行った。

また、夏合宿においては、最高裁逆転冤罪名

倉事件に関し、各種冤罪事件の弁護人として活

躍されている今村核会員に講演をいただいた。

さらに、その後の模擬接見ロールプレイを企画

し、研鑽を深めた。

夕食や懇親会においては、会員相互や修習生・

ロースクール生・学生との深め、後継者のみな

さんにとっても社会的課題に取り組む弁護士像

をリアルに感じていただいた。

５ 定例学習会

後継者支援として、司法修習生・法科大学院

生・学生向けに行っている毎月の定例学習会は、

前述の通り毎回１０～３０名の参加があり、充

実したものとなっている。この１年間、開催し

た学習会は、以下の通りである。

０８年１１月 法律相談ロールプレイ

０９年１月 弁護士のための交渉術

（原和良会員）

２月 派遣切り、期間工切り

～いすゞ事件や派遣村の体験を交えて

（林治会員）

４月 高知高校生落雷事故 控訴審差戻判決

（村中貴之会員・佐藤香代会員）

５月 人権弁護士って食べていけるの？

～人権派弁護士の経営術～

（尾林芳匡会員）

６月 都立七生養護学校

「こころとからだの学習」裁判

（小林善亮会員）

７月 依頼者と弁護士のためのメンタル・ケア

（東京女子医大ソーシャルワーカー

小野賢一さん）

９月 在日ブラジル人問題についての

若手弁護士の取り組み

（枝川充志会員）

来年度も、会員が関わっている社会的課題に

ついての発信と、後継者養成の場として、活用

していきたい。

６ 会員向け企画

前述のように本年度も修習生支援の活動が充

実をみせているが、会員の拡大にも資すると同

時に、会員向けのスキルアップ企画として、春
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合宿において「依頼者から見た弁護士は？」と

題し法律相談のありかたについて、ロールプレ

イングを行った。

また、夏合宿においては、模擬接見のロール

プレイングを企画した。参加した会員やロース

クール生に弁護人役を担当してもらい、講師の

今村核会員やベテラン先輩会員から第一回の接

見のポイントについて、貴重なアドバイスがな

された。

また、夏合宿において、弁護士人口が増大す

る中で、社会的課題のみならず日常の一般事件

においても、青年法律家協会に属する弁護士と

して、会員同士の情報交換や切磋琢磨の機会を

設けるべきとの議論がなされた。２０１０年度

は、定例会やＭＬなどで、若手弁護士をバック

アップする企画を進めていく年としたい。

７ 定期総会時期の変更

近年、新会員の登録が９月と１２月となった

ことから当支部の定期総会を２月に行うのが適

切ではないかという観点から、当支部規約の改

正を提案したい。

これまで、定期総会が新入会員の紹介の場と

なっていた。また、定期総会にて支部委員の就

任の承認決議も行い、新入会員には、承認頂け

るかぎり支部委員となっていただき、支部の活

動に積極的に参加していただいてきた。

しかし、新修習終了の新会員の場合、１０月

開催が維持されると、入会後１０ヶ月たって初

めての紹介となってしまい、時期を逸している

ことになる。

また、登録後１０ヶ月たって初めて支部委員

として承認されるということにもなってしまう

が、できうれば登録直後から支部委員として積

極的に支部活動に関わっていただきたい。

以上の観点から、総会時期を新修習終了後の

新入会員の登録時期（１月）にあわせ、２月の

開催と変更したい。また、総会時期の変更にと

もない、会計年度の変更もあわせて提案する。

具体的な改正内容としては、当支部規約４条

「本支部は毎年１回定期総会を開き、必要に応

じ臨時総会を開く。」及び同１７条「会計年度

は１０月１日より翌年９月３０日とする。」の

うち、１７条を「会計年度は１月１日より翌年

１２月３１日とする。」 と改正し、付則に「２

０１０年度の会計年度を、１７条改正のための

経過措置として、 ２００９年１０月１日より２

０１０年１２月３１日とする。」と改正したい。

以上

弘済会館案内図

四谷駅（ＪＲ、丸ノ内線、南北線）から徒歩５分
麹町駅（有楽町線）から徒歩５分

東京都千代田区麹町５－１（TEL 03-5276-0333）
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法政大学の学生弾圧に対し無罪判決

弁護士 河村健夫

１ さる９月１４日に、法政大学の学生ら２名

が大学の教職員らに対して暴行したとして起訴

されていた事件について、東京地裁刑事１８部

にて無罪判決を勝ち取りましたので報告します。

２ 起訴された行為は、２００７年４月２７日

に被告人Aが①法政大学教職員安東学生部長の首

を絞め②安東学生部長に体当たりし③法政大学

教職員佐藤氏を投げ飛ばしたとされる事件と、

２００８年４月１１日に被告人Aが④法政大学外

濠門を警備中の星警備員の顔面を殴打し⑤警備

員らに体当たりし、同時刻ころ被告人Bが⑥法政

大学外濠門を警備中の正木警備員の顔面を殴打

し⑦警備員らに体当たりした、とされる７行為

でした。２００７年の事件の審理中保釈となっ

た被告人Aが、保釈中に２００８年の事件を起こ

したとして被告人Bとともに併合審理されていま

した。

判決は、①の行為については実行行為が存在

したと認めて有罪としましたが（懲役３月、刑

期に満つるまで未決算入、執行猶予３年）、⑥

と⑦の行為については、実行行為そのものの存

在が認められないとの理由で無罪とし、残りの

行為については、実行行為そのものは存在した

が違法性が阻却されるとの理由で無罪としまし

た。

判決が違法性阻却とした理由についても興味

深く、③の行為について被害者が倒れかかって

きたことを避けるための緊急避難としているこ

とに加え、残りの行為について暴行行為は存在

するものの被告人らの行為はなお社会的相当性

の範囲内であるという理由で違法性を阻却しま

した。

３ 法政大学では、２００６年２月に、従来自

由に製作配布できた立て看板やビラまきを当局

の許可制とする趣旨の規制が導入されて以降、

これに反対する学生らと当局との対立が続いて

います。

法政大学当局は、当局に批判的な学生（例え

ば、学内学生集会の参加者）に対し、教職員ら

がビデオカメラで撮影して「面割り」を行い、

各校門に顔写真をまるで「手配書」のように設

置して当該学生が出入りするたびに警備員が聞

こえよがしに「アゴ（当局がつけた侮辱的なあ

だ名）、○時○分入構」などと叫びます。教職

員らは、当該学生と立ち話をした友人に「アイ

ツと付き合ってるのか」「お前も学生証を見せ

ろ。本当に法大生か」などと威嚇します。警備

員は、法大当局によって退学処分を受け入構禁

止とされた学生に対し、襲いかかって暴力を振

るって学外にたたき出します（明らかな警備業

法違反です）。学費を支払っているにもかかわ

らず、当局に批判的な学生に対して学則にもな

い「自宅謹慎処分」を科して授業を取らせなかっ

たり、何らの懲戒手続きも経ずに学内に入構さ

せなかったり、自習室の入室カードを使用不能

にしたりと、これが高等教育機関の行う行為か

と思われるような「嫌がらせ」を継続していま

す。

４ 公判では、上記のような法政大学の現状に

ついて証人尋問を通じて徹底的に明らかにして

ゆきました。判決公判まで２年以上という期間

を要する裁判になりましたが、その過程で、法

政大学が警備業法違反を隠蔽するために警備員

にジャージの上下を着用させて学生らに対する

暴行に及び、検察の調書において当該警備員の

身分について「法政大学の嘱託職員」と偽装さ

せていたことが判明しました。また、大学当局

者の証言により、法政大学は対立の当初学生ら

の入構禁止の仮処分を画策したものの、弁護士

から仮処分決定を得ることは困難である旨の回

答を受けて方針を変更し、上記警備員らによる
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違法な自力救済方針を採用したとの経緯がある

ことも、明らかになりました。

このような学生運動を巡る「公安事件」では、

どうしても裁判所に対して原則論を押し通すこ

とが多くなり、また、検察官との対立場面も多

くなります。そのようなエネルギーのいる局面

が連続する中で、常に「もう一歩」と材料を探

し、徹底して食いつく反対尋問を行い、不当な

尋問や措置には即座に異議を出して反撃すると

いう弁護活動を終始行うことができたことが、

最大の収穫です。常に裁判所にとって目新しい

こと、興味をそそる出来事を提示してゆけたこ

とが、鋭角的な反対尋問を何度も続行させるこ

とができた理由ではないかと思います。

５ 法政大学の事件は、ともすると「過激派」

による騒擾事件と受け取られてしまいますが、

より普遍的に、大学における表現の自由という

論点が中心の事件です。問題の本質には、新自

由主義のもと、学生を企業で「使える」一種の

商品として送り出してゆく方向に法政大学が変

質していったことに対する学生らのプロテスト

という側面が含まれています。

今回の事件では無罪判決を勝ち取りましたが、

法政大学では２００６年以降逮捕者延べ１１０

人、起訴された人は延べ３３名にも上ります。

今後も法政大学関連の事件に目を向けてやって

ください。

なお、「顔面を殴られた」という証言につい

て「信用できない」と断罪された暴力警備員２

名は、判決後は法政大学に姿を現していないそ

うです。よかった、よかった。

＜９月例会＞……９月２９日

在日ブラジル人問題を考える

講師：枝川充志弁護士

(在日ブラジル人等問題弁護団
東京合同法律事務所)

この例会は、私が大学で所属しているＡＬＳ

Ａという組織を通して参加させて頂いた。ＡＬ

ＳＡという組織がどのようなものか、わからな

い方もいらっしゃると思うので、簡潔に説明さ

せて頂くと、The Asian Law Student’s Associ

ationの略であり、邦名はアジア法学生協会であ

る。普段は様々な社会問題に関してディスカッ

ションをして、長期休暇には海外の法学生と交

流をする団体である。大学１年生でしかない私

が、今回の例会に参加させて頂いたのは、この

組織の伝手によるものである。

勉強不足なもので、私は在日ブラジル人問題

についてほとんど知識がなかった。ゆえに恥ず

かしながら、今回はどのようなテーマで、どの

ような報告になるのか、ということについても

右も左もわからぬという状態であった。
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私はこの報告会を通じて、何の罪もない在日

ブラジル人の子供が、学校にすら行くことがで

きないという悲惨な現状を知ることができた。

そして、何故そのような状況になってしまった

かということについても充分に理解できたと感

じている。

正直な事を言えば、私自身はまだ無力な大学

生であり、今すぐこの問題を解決するために動

くことは無理であろう。それでも今回の例会に

参加したことには確かな意義があるはずである。

先述のように私はこのような問題があることを

全く知らずに生きてきた。しかし、今回はそう

いう問題が実際に起きており、日本でも大きな

問題になっているということを知り・学ぶこと

ができた。これは自分の見聞を広めるのに大き

な一歩となっているはずである。私は大学生活

というものは、とにかく物事を知りそこから自

分なりに考え、稚拙ながらも自分の意見を持ち、

そしてそれを自分の言葉で表現するための期間

と考えている。そしてこの例会はブラジル人問

題について、私独自の意見を持つためのよいス

テップになった。

この例会で私が強く印象に残っているのは、

自分が「未就学の児童は最終的にどうなってし

まうのか？」と質問した時に、「結局どこに行っ

てしまうのかはわからない。やはり国に帰らざ

るをえないのではないのか？」と枝川先生にお

答えいただいたことである。少し私は想像して

みた。家族でブラジルから日本に行き、そこで

文化の壁を感じながら生きていた時に、ある日

突然父親が仕事をやめさせられ、結局母国に帰

ることになってしまう子供たちのことを。様々

なことに興味を持ち、知的好奇心を養っていく

のに良い機会である時期に、そんなことがあっ

たらとても勉強どころではないのであろう。

このような不幸な子供たちをこれ以上増やさ

ないようにすれば、どのようにすればいいのか。

私には全く解決策が思いつかない。しかし、こ

れだけはできる。私は、この問題を他の学生に

もっと伝えようと思う。そうすることにより、

小規模でありながら大学生の問題意識も良い方

向に変わっていくと私は信じている。それが、

大学生として参加した私の今回の使命なのでは

ないであろうか。

（立教大学法学部１年 北潟丈晴）

風に逆らって（６）

ピョンヤンからソウルまで

前田 朗（東京造形大学）

ピョンヤンから近郊の農場へ向かう途中、道

路をまたぐアーチ型の記念碑が建設中だった。

南からの使節団を迎える歓迎アーチだという。

６・１５後の南北和解の時期が続き、そろそろ

ということでソウルからの代表団を迎える記念

碑をつくっていたのだ。

ピョンヤンから周辺に繋がる幹線道路にはさ

まざまな記念碑や塔や、スローガンを掲げた看

板が設置されている。空港から市内へ向かう途

中の巨大な凱旋門は有名だ。南北交流が本格化

すれば、ソウルからの代表団がやって来ると、

ピョンヤンの手前で歓迎アーチに出会うことに

なる。

しかし、来るべき使節団は、まだ、来ていな

い。

ソウルからピョンヤンまで タクシーで５万ウォン

モスクワにも月にもゆけ 行けぬとこはないのに

光州よりもっと近い ピョンヤンへ何故ゆけぬ

わが民族われらの土地 ピョンヤンへ何故ゆけぬ

クラクション鳴らして ソウルからピョンヤンまで

連載
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夢でもいい思いっきり 走ってみようよ

（作詞：チョ・ジェヒョン、

日本語歌詞：ノレの会）

ソウル駅前で酔っ払ってタクシーをつかまえ

て「ピョンヤンへ行け！」と叫んでいるおじさ

んがいたとか。その様子を歌った「労働者歌謡

団」のユン・ミンソクの歌だ。１９９１年の作

品で、軽快なリズムでユーモラスだが、南北統

一の願いを込めた作品として広く歌われたとい

う。

１９９２年、韓国で「労働者歌謡団」と「い

のちの歌イエウルリム」がもとになって「希望

の歌コッタジ」が結成された。「イヌナズナ」

という意味だ。コッタジの合法初アルバム『禁

止の壁を越え、自由を歌おう』は１９９４年に

発表された。「合法アルバム」だ。つまり、非

合法もあったということだ。

１９８０年代から９０年代前半、労働運動や

農民運動が飛躍的に発展したが、ノ・テウ政権

は猛烈な弾圧を加えた。「白骨団｣による学生殺

害事件をきっかけに首相が辞任に追い込まれ、

１９９２年選挙で金泳三政権が誕生した。金政

権は文民政府とはいえ、大衆運動への弾圧はむ

しろ激烈となっていった。そんな時代にコッタ

ジは、闘いの現場から敢然と激しく、鮮やかな

歌の数々を生み出していった。

踏まれても踏まれても生き抜いてゆく解放運

動をうたった叙情曲「たんぽぽの

ように」。打ちひしがれた労働者

の心の扉を開け放ち、希望の夢を

注ぐ「希望の歌」。くじけず揺る

がず未来に向かう「岩のように」。

コッタジ初来日「コンサート」で

はこれらの曲が続いた。

労働運動が沈滞し、学生運動が

消滅し、ともに闘いの歌をうたう

「時代が終わった」日本では、コッ

タジの懸命の闘いは眩しいほどだっ

た。１９９６年、コッタジ・メン

バーが国家保安法違反容疑で逮捕

された。音楽そのものへの弾圧に

対して、コッタジは５０日間の街

頭公演で闘った。そして、日韓民

衆の連帯に取り組む市民は「コッタジ応援団」

をつくり、日本語訳をつけて歌い始めた。

バリケードの向こうにある最後の勝利をめざ

す「つかめ！われらの解放を」。弾圧の前でし

おれながらも心を癒し歩き始める人を歌った｢人

は花より美しい｣。

弾圧の嵐を乗り越え、民主化運動を音楽で支

え続けたコッタジの歌はいまも韓国で響く。

４・３事件６０周年シンポジウムのために訪

れた済州島のカラオケ屋で、「人は花より美し

い」や「ソウルからピョンヤンまで」を歌う人々

の姿に、現代韓国大衆運動の軌跡と奇跡を思わ

ずにいられなかった。

コッタジは何度も来日し、日本でも徐々に知

られるようになった。コッタジをはじめとする

韓国歌謡を収めた『歌よ、はばたけ！』（つげ

書房新社）、２００８～０９年のコンサートを

収録したＤＶＤ『２００９コッタジ、歌の夢』

（希望の歌コッタジ）がお奨めだ。

それでは朝鮮ではコッタジは知られているの

だろうか。ピョンヤンで聞いた限りでは残念な

がらあまり知られていないようだった。音楽の

南北統一もこれからの課題だ。ソウルからピョ

ンヤンまで、ピョンヤンからソウルまで。

＜コッタジ応援団＞

http://www.jca.apc.org/~ozawa/main.html

ピョンヤン郊外の東明王陵記念碑


